
国への提案事項

【提案先省庁： 農林水産省】

１ 発生予防

○ 専門的な知見に基づいた発生予防が重要であることから、発生の状況分析や世界のワクチンの使用検討状況などを踏ま
え、より効果的な対策について、早急に明らかにすること。

２ 迅速な防疫措置

○ 殺処分など防疫措置を効率的に実施するため、鶏の殺処分を迅速かつ安全に行う新たな手法の開発及びその普及を図
ること。また、全国的に鳥インフルエンザ等の発生が増えていく中で、将来の埋却地の確保を含む処理方法の在り方について
も国において検討すること。

３ 広域的な応援体制

○ 県内で続発した場合に必要な人材や、急遽の調達に時間がかかる防疫資材については、国から都道府県に対し融通でき
る人材の確保や資材量を事前に照会のうえ、都道府県間で融通しあう体制の構築について、国が主体となって広域的な調
整を進めること。

４ 財政支援

○ 高病原性鳥インフルエンザの発生に伴い、関係自治体が対策に要した経費について、激甚災害と同程度まで国庫補助率
を引き上げるとともに、人件費や事前に購入する防疫措置に必要な資機材などについて、国庫補助対象となる範囲の拡充
を図ること。

○ また、高病原性鳥インフルエンザ等の発生により影響を受ける農場と取引のある関連事業者についても、経営への影響に
対する補填金を支給できるよう対象を拡大すること。

３ 高病原性鳥インフルエンザ対策

迅速かつ的確な防疫措置に向けた仕組みの構築

高病原性鳥インフルエンザは、近年頻発化し、大規模農場での発生も続発するなど、県単独での迅速

な防疫措置が困難となっているため、国が主体となって、しっかりと対策に取り組んでいただきたい。
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課 題現状/広島県の取組

３ 高病原性鳥インフルエンザ対策
迅速かつ的確な防疫措置に向けた仕組みの構築

合計 国費 県費

3,640 1,725 １,915

【１ 発生予防】
● 高病原性鳥インフルエンザが発生した農場における感染経
路が明らかとなっていないため、科学的根拠に基づく原因究
明や有効な対策を確立するとともに、世界の対応動向も踏ま
えた発生予防対策の強化を図ることが重要である。

【２ 防疫措置】
● 令和２年度及び３年度は、シーズン中１事例の発生であった
が、令和４年度は初めて６事例の発生を経験した。現在、国
が示している防疫措置手法では、大規模発生時に長期間に
わたる対応が必要となり、速やかな防疫措置が困難である。
また、発生が恒常的になる中、埋却等の最終処理の在り方
を再検討する必要がある。

【３ 広域的な応援体制】
● 大規模農場や同時多発的に発生した場合、中国５県のみ
の連携・協力体制では、防疫体制の維持に限界があり、国に
おいても派遣応援の増員や防疫資材の備蓄体制の強化を
図る必要がある。

【４ 財政支援】
● 大規模農場や同時に複数農場で発生した場合の防疫措置
に係る費用は大きく、県における負担が大きくなる。
また、鶏卵や飼料の配送が止まるため、運送会社などの関
連業界にも大きな損失が生じている。

【１ 発生予防】
○ 毎年、100羽以上を飼養する養鶏農家への立入を行い、
野鳥の侵入防止対策や消毒の徹底等の飼養衛生管理基準
の遵守指導を行っている。また、１羽以上100羽未満飼養の
小規模の飼養者に対しても県ホームページ等を通じ注意喚
起に努めている。

○ 鳥インフルエンザの監視体制として、100羽以上の鶏を飼
養する養鶏農家約100戸を２年かけ全戸立入し、ウイルス抗
体検査等を実施している。

【２ 防疫措置】
○ 令和２年度、３年度及び４年度の発生時には、国の指針で
示す防疫措置手法により防疫作業を行った。

【３ 広域的な応援体制】
○ 中国地方５県（鳥取県、島根県、岡山県、広島県及び山口
県）は、平成27年11月６日に「中国地方５県における家畜防
疫対策の広域連携に関する協定」を締結し、人や物の行き来
が多い中国地方５県において高病原性鳥インフルエンザ等が
発生した場合、連携・協力して、迅速かつ的確な防疫措置を
実施するための体制を整備している。

【４ 財政支援】
○ 令和４年度まん延防止対策及び畜産経営体支援（損失補
てん）予算措置状況 （単位：百万円）
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